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原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の 

審査委員の選考 
 

 

令和５年２月 24日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．趣旨 

本議題は、原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の審査委員の候補者

について、委員間で討議いただくものである。 

 

  

資料１（公開） 



 

２ 

 

○原子力規制委員会設置法（平成二十四年法律第四十七号）（抜粋） 

（審議会等） 

第十三条 原子力規制委員会に、次の審議会等を置く。 

 原子炉安全専門審査会 

 核燃料安全専門審査会 

２ 前項に定めるもののほか、別に法律で定めるところにより原子力規制委員会に置かれる

審議会等は、放射線審議会とする。 

 

（原子炉安全専門審査会） 

第十四条 原子炉安全専門審査会は、原子力規制委員会の指示があった場合において、原子

炉に係る安全性に関する事項を調査審議する。 

 

第十五条 原子炉安全専門審査会は、政令で定める員数以内の審査委員をもって組織する。 

２ 審査委員は、学識経験のある者のうちから、原子力規制委員会が任命する。 

３ 審査委員は、非常勤とする。 

４ 審査委員の任期は、二年とする。 

５ 審査委員は、再任されることができる。 

 

第十六条 原子炉安全専門審査会に、会長一人を置き、審査委員の互選によってこれを定め

る。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する審査委員がその職務を代理する。 

 

第十七条 前三条に定めるもののほか、原子炉安全専門審査会に関し必要な事項は、政令で

定める。 

 

（核燃料安全専門審査会） 

第十八条 核燃料安全専門審査会は、原子力規制委員会の指示があった場合において、核燃

料物質に係る安全性に関する事項を調査審議する。 

 

第十九条 核燃料安全専門審査会は、政令で定める員数以内の審査委員をもって組織する。 

２ 第十五条第二項から第五項まで、第十六条及び第十七条の規定は、核燃料安全専門審査

会について準用する。 

  

参考（公開） 



 

３ 

 

○原子炉安全専門審査会令（平成二十四年政令第二百三十一号） （抜粋） 

 

（組織） 

第一条 原子力規制委員会設置法第十五条第一項の政令で定める員数は、三十人とする。 

２ 原子炉安全専門審査会（以下「審査会」という。）に、特別の事項を調査審議させるため

必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

３ 審査会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができ

る。 

 

（臨時委員等の任命） 

第二条 臨時委員は、学識経験を有する者のうちから、原子力規制委員会委員長が任命する。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、原子力規制委員会

委員長が任命する。 

 

（臨時委員等の任期等） 

第三条 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したとき

は、解任されるものとする。 

２ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任

されるものとする。 

３ 臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

（部会） 

第四条 審査会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき審査委員、臨時委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する審査委員の互選により選任する。 

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する審査委員のうちから部会長があらかじめ

指名する者が、その職務を代理する。 

６ 審査会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審査会の議決とすることがで

きる。 

 

（略） 

 

  



 

４ 

 

○核燃料安全専門審査会令（平成二十四年政令第二百三十二号） （抜粋） 

 

（組織） 

第一条 原子力規制委員会設置法第十九条第一項 の政令で定める員数は、二十人とする。 

２ 核燃料安全専門審査会（以下「審査会」という。）に、特別の事項を調査審議させるため

必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

３ 審査会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができ

る。 

 

（臨時委員等の任命） 

第二条 臨時委員は、学識経験を有する者のうちから、原子力規制委員会委員長が任命する。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者のうちから、原子力規制委員会

委員長が任命する。 

 

（臨時委員等の任期等） 

第三条 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したとき

は、解任されるものとする。 

２ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任

されるものとする。 

３ 臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

（部会） 

第四条 審査会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき審査委員、臨時委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する審査委員の互選により選任する。 

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する審査委員のうちから部会長があらかじめ

指名する者が、その職務を代理する。 

６ 審査会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審査会の議決とすることがで

きる。 

 

（略）  



 

５ 

 

 
 
 

 

原子炉安全専門審査会、核燃料安全専門審査会委員を選定する分野 

 

 

原子炉安全専門審査会、核燃料安全専門審査会の委員は、以下に示す分野のうちから選定

するものとする。なお、両審査会に調査審議を指示する事項を踏まえ、必要に応じ、委員を

選定する分野を追加する。 

 

 

○ 原子炉安全専門審査会 

 原子炉 

 放射線 

 自然災害（地震、津波等） 

 人的、組織的要因（ヒューマンファクター、品質保証等） 

 原子力以外の産業における安全 

 その他、原子炉の安全に関連する分野（核セキュリティを含む） 

 

○ 核燃料安全専門審査会 

 核燃料物質 

 放射性廃棄物 

 放射線 

 自然災害（地震、津波等） 

 人的、組織的要因（ヒューマンファクター、品質保証等） 

 原子力以外の産業における安全 

 その他、核燃料、廃棄物の安全に関連する分野（核セキュリティを含む） 

  

（平成 25年度第 41回原子力規制委員会 資料１（抜粋）） 



 

６ 

 

制定 平成２６年２月５日 原規技発第 1402051 号 原子力規制委員会決定 

 改定 平成２６年４月１６日 原規規発第 14041613 号 原子力規制委員会決定 

 改正 平成２９年１１月２２日 原規規発第 1711224 号 原子力規制委員会決定 

 改正 令和元年６月２０日 原規規発第 1906201 号 原子力規制委員会決定 

 

原子力規制委員会が、原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の委員の任

命を行うに当たっての透明性・中立性を確保するための要件を次のように定める。 

 

 

   平成２６年２月５日 

 

 

 

原子力規制委員会       

 

 

 

原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会

の審査委員等の任命を行うに当たっての透明性・中立性を確保するた

めの要件等について 

 

１． 目的 

 原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会は、原子炉又は核燃料物質に係る

安全性に関する事項を調査審議することを目的として設置されるものであり、透明

性・中立性を保った審議を行う必要があることから、その審査委員、臨時委員及び専

門委員（以下「審査委員等」という。）の任命に当たっての要件等を定める。 

 

２．原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の審査委員等の要件 

原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の審査委員等は、原子炉又は核燃

料物質の安全性に関して専門的知識及び経験並びに高い見識を有する者とし、その候

補者の選定に当たっては、以下を欠格要件とする。ただし、特別な事項を調査審議等

させるに当たって必要となる特定の専門分野の学識経験を有する者が限られる場合

など、審査委員の候補者の選定に当たって相当の事由があると原子力規制委員会が認

め、又は臨時委員及び専門委員の候補者の選定に当たって相当の事由があると原子力

規制委員会委員長が認めるものについては、この限りではない。 

なお、この場合については、その事由を公表する。 

① 原子力事業者（原子力に係る加工、貯蔵、再処理若しくは廃棄の事業を行い、

又は発電用原子炉を設置する者（独立行政法人、大学、公益社団法人及び公益

財団法人を除く。）をいう。以下同じ。）の役員又は従業者である者 

② 原子力事業者の子会社の役員又は従業者である者 

③ 原子力事業者の団体（電気事業連合会、一般財団法人電力中央研究所及び一般

社団法人日本原子力産業協会をいう。）の役員又は従業者である者 

④ 原子力事業者と経済的に強いつながりが認められる原子炉設備メーカー（株式

会社東芝、株式会社日立製作所及び三菱重工業株式会社をいう。）の役員又は

従業者である者 



 

７ 

 

⑤ 任命前の３年間（３．の自己申告日の属する年度の前の３年度及び当該申告年

度の申告日までの期間をいう。以下同じ。）に、①から④までのいずれかであ

った者（非常勤かつ無報酬であった者を除く。） 

 

 

３．自己申告を求め、任命に際して情報公開する事項 

原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の審査委員等として任命すると

きは、当該候補者に別添１に従い、２．の欠格要件に該当しないこと及び次に掲げる

事項について自己申告を求め、その任命後、その情報を公開する。当該任命された者

が次年度以降も引き続き在任するときも、同様とする。 

① 任命前の３年間において、同一の原子力事業者等（２．①の「原子力事業者」、

②の「子会社」、③の「団体」及び④の「原子炉設備メーカー」をいう。以下

同じ。）から１年度あたり５０万円以上の報酬等を受領している場合は、その

旨及びその支払者 

② 任命前の３年間において、個人の研究又は所属する研究室等に対し、原子力事

業者等から寄附等を受けている場合は、その旨並びにその提供者及び金額 

 

 

 

 

附 則 

この規程は、平成２６年２月５日から施行する。 

 

  附 則 

この規程は、平成２６年４月１６日から施行する。 

 

  附 則 

この規程は、平成２９年１１月２２日から施行する。この規程による改正後の

「原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の審査委員

等の任命を行うに当たっての透明性・中立性を確保するための要件等について」

は、施行日後に行う審査委員等の任命及びこれに係る自己申告から適用し、また、

この改正の施行の際現に任命されている審査委員等に係る自己申告については、平

成３０年度分から適用する。 

 

  附 則 

この規程は、令和元年７月１日から施行する。 
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原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の 
審査委員等の任命を行うに当たっての透明性・中立性の確保に関する自己申告書 

 

 

申告日：     年   月   日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

                 （所属及び役職） 

 

                                  （氏 名）                 

 

 

「原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会

の審査委員等の任命を行うに当たっての透明性・中立性を確保するため

の要件等について」に基づく自己申告について 

 

  ＜欠格要件について＞ 

□  「原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会

の審査委員等の任命を行うに当たっての透明性・中立性を確保するための

要件等について」の２．①から⑤までのいずれにも該当しません。 

 

  ＜報酬等の受領の有無等について＞ 

    □（Ａ） 「原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審

査会の審査委員等の任命を行うに当たっての透明性・中立性を確保す

るための要件等について」の３．①及び②のいずれにも該当しません。 

 

   □（Ｂ） 「原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審

査会の審査委員等の任命を行うに当たっての透明性・中立性を確保す

るための要件等について」の３．①又は②のいずれかに該当します。 

     

（備考） 

  １ 上記の該当する□にチェックしてください。 

  ２ （Ｂ）に該当する場合には、様式１に従って該当する項目にその内容を記入

の上、提出してください。 

  ３ 申告日時点で（Ｂ）に該当しない場合でも、本自己申告日以降に（Ｂ）に該

当することになった場合には、その時点で改めて自己申告書及び様式１を記入

の上、提出してください。 

４ 任命後、自己申告書及び様式１に記載された情報（３により追加提出された

ものを含む。）は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法

律第４２号。以下「情報公開法」という。）の不開示要件に該当するものを除き、

公開の対象とします。 

５ なお、自己申告書及び様式１については、年度ごとに提出をお願いします。 

６ 氏名欄は、タイプによる印字等で記名してください（署名・押印は必要あり

ません。）。 

（別添１） 
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（様式１） 
 

申告日：     年   月   日 
 
 

原子力事業者等からの報酬等に関する申告 
 
 

① 任命前の３年間※１における同一の原子力事業者等※２からの１年度あたり５０万円以上の
報酬等※３の受領の有無について 

該当の有無 原子力事業者等の名称 提供年度 

□有 

□無 
   年度 

 

※１：「任命前の３年間」とは、自己申告日の属する年度の前の３年度及び当該申告年度の申告日までの期間をいいます。 

※２：「原子力事業者等」とは、「原子力規制委員会が原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会の審査委員等の任命を

行うに当たっての透明性・中立性を確保するための要件等について」の２．①の「原子力事業者」、②の「子会社」、③

の「団体」及び④の「原子炉設備メーカー」をいいます。 

※３：「報酬等」には、名目の如何を問わず、同一の原子力事業者等から個人が受領する講演、原稿の執筆、技術支援及び外部

有識者会議への参加等により得られる報酬などが含まれます。 

 

 

②－１ 任命前の３年間における個人の研究又は所属する研究室等に対する原子力事業者等から
の寄附※４の有無について 

該当の有無 原子力事業者等の名称 提供年度 研究テーマ名※５ 使途 金額 

□有 

□無 
 
 

  年度    

 

 
②－２ 任命前の３年間における個人の研究又は所属する研究室等に対する原子力事業者等から

の委託・請負事業、又は原子力事業者等との共同研究※６の有無について 

該当の有無 原子力事業者等の名称 実施年度 契約形態 
研究テーマ名 

※５ 
使途 金額 

□有 

□無 
   年度 □委託・請負 

□共同研究 

 

 

  

 

※４：「個人の研究又は所属する研究室等に対する原子力事業者等からの寄附」には、研究室等に所属する他の研究員宛ての奨

学寄附金は含まれません。 

※５：「研究テーマ名」について情報公開法上の不開示要件に該当することから不開示を希望する場合は、その理由を申告して

下さい。その場合は、当該理由を公表します。 

※６：「個人の研究又は所属する研究室等に対する原子力事業者等からの委託・請負事業、又は原子力事業者等との共同研究」

に係る金額には、申告者が研究代表者等として行う研究費について、原子力事業者等以外の機関等を経由して間接的に

得る研究費も含みます。なお、国の研究の一部として行われる研究事業は含まれません。 

 

 
（様式内に収まらない場合には、別葉に御記載願います。） 
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審議会等の整理合理化に関する基本的計画（平成１１年４月２７日閣議決定） 

別紙３ 審議会等の運営に関する指針 （抜粋） 

 

 

審議会等の運営については、次の指針によるものとする。 

 

１．委員構成 

委員の任命に当たっては、当該審議会等の設置の趣旨・目的に照らし、委員によ

り代表される意見、学識、経験等が公正かつ均衡のとれた構成になるよう留意する

ものとする。 

審議事項に利害関係を有する者を委員に任命するときは、原則として、一方の利

害を代表する委員の定数が総委員の定数の半ばを超えないものとする。 

 

２．委員の選任 

（１） 委員の選任 

  ① 府省出身者 

    府省出身者の委員への任命は、厳に抑制する。 

    特に審議会等の所管府省出身者は、当該審議会等の不可欠の構成要素である

場合、又は属人的な専門的知識経験から必要な場合を除き、委員に選任しない。 

② 高齢者 

    委員がその職責を十分果たし得るよう、高齢者については、原則として委員

に選任しない。 

③ 兼職 

    委員がその職責を十分果たし得るよう、一の者が就任することができる審議

会等の委員の総数は原則として最高３とし、特段の事情がある場合でも４を上

限とする。 

（２） 任期 

委員の任期については、原則として２年以内とする。 

再任は妨げないが、一の審議会等の委員に１０年を超える期間継続して任命

しない。 

 

（略） 
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原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会における 

調査審議事項 

 

 

令和４年１１月２２日 

原子力規制委員会  

 

 

原子力規制委員会設置法（平成２４年法律第４７号）に基づき設置された原子

炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会について、同法第１４条及び第１

８条に基づき、原子炉安全専門審査会及び核燃料安全専門審査会に対し、以下の

調査審議事項を指示する。 

 

記 

 

１． 国内外で発生した事故・トラブル及び海外における規制の動向に係る情報

の収集・分析を踏まえた対応の要否について調査審議を行い、助言を行うこ

と。 

 

２． 令和２（2020）年１月に実施されたＩＲＲＳ（ＩＡＥＡの総合規制評価サ

ービス）のフォローアップミッションの結論（輸送に係る結論を含む）を受

けた、原子力規制委員会の対応状況について評価や助言を行うこと。 

 

３． 令和２（2020）年４月に施行された新たな原子力規制検査制度に係る規制

機関及び事業者における実施状況について調査審議を行い、助言を行うこ

と。 

 

４． 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の２

９の規定に基づき発電用原子炉設置者が行う発電用原子炉施設の安全性の

向上のための評価について、制度のあり方や運用の見直しについて助言を

行うこと。まず、現行制度の枠組みを前提とした運用の改善について報告す

ること。 
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５． 発電用原子炉設置者の火山モニタリング結果に対する原子力規制委員会

の評価について調査審議を行い、助言を行うこと。 

（原子炉安全専門審査会への指示） 

 

６． 核燃料施設事業者の火山モニタリング結果に対する原子力規制委員会の

評価について調査審議を行い、助言を行うこと。 

（核燃料安全専門審査会への指示） 

 

７． 地震・津波等の事象に関し、国内外で発生した災害、行政機関等が発表し

た知見等に係る情報の収集・分析結果をもとに、規制上の対応の要否につい

て調査審議を行い、助言を行うこと。 

 

８． 火山事象に関し、国内外で発生した災害、行政機関等が発表した知見等に

係る情報の収集・分析結果をもとに、規制上の対応の要否について調査審議

を行い、助言を行うこと。 


